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　会計学は社会科学の一分野であるといっても多くの合意が得られるであろう
が，わが国における管理会計研究は，次節において検討するように，実は自然
科学に特徴的なアプローチを模倣することが多かった．しかし，自然科学的な
アプローチのみの適用は，社会的に規定された人間行動としての管理会計実践
の側面を研究対象から切り落とし，研究対象を単純化し，非現実的なものにし
てしまった一面もあった．
　そこで本稿では，社会科学的な地平からアプローチして企業実務を探求しよ
うとする管理会計研究の可能性について検討する．こうした研究は，イギリス
などの会計学会の一部では既にみられ，哲学や社会学をはじめ ,心理学や社会         
心理学，そして経済学などの社会科学の諸理論を援用した会計研究が蓄積され
ている．
　本稿で提示する社会科学的なアプローチは，技術やツールを提供したり，普
遍的な法則を発見しようとするものではなく，むしろ普遍的・一般的な理論な
いしアプローチから個別的・特殊的な会計にまつわる企業実務を分析しようと
するものである．こうしたアプローチによる管理会計研究は，調査といよりは
観察であり，統計的一般化を目指すものというよりも理論的一般化を目指すも
のであり，早急に企業実務に提言を行なうことよりも，まずは組織・社会現象
としての会計の記述・理解・説明・予測を行なうことを目指した研究であり，
会計研究を社会科学研究の本流に統合しようとした研究であるといえる．
　本稿は，こうしたイギリスなどの会計学会の一部で行なわれる先行研究を
サーベイし，それらの体系的な整理を試み，こうした研究について，広く浅く
紹介しようとするものである．その際，本稿では，管理会計研究の「パラダイ
ム」といった切り口から，わが国における既存の管理会計研究とこのような社
会科学的地平における管理会計研究とを比較検討する（1）．そして，会計研究の
パラダイムにはどのようなパラダイムが可能であり，どのように既存の会計研
究の「パラダイム」が拡張できるか，その可能性について検討する．
　本稿の構成は，まずは，第２節において，わが国における既存の管理会計研
究はどのようなパラダイムに依拠してきたのかを検討する．その後，第３節に
おいて，管理会計研究のパラダイムの社会科学的地平への拡張可能性について
言及する．第４節では，本稿をまとめたうえで今後の課題を提示する．
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　本節では，わが国における既存の管理会計研究のパラダイムはどのようなパラ
ダイムに依拠してきたかを検討する．わが国における管理会計研究の方法論につ
いて，2010年の第69回日本会計研究学会における統一論題報告の論文として執         
筆された挽（2011）は，日本会計研究学会統一論題報告および企業会計特集合計
118本で採用された研究方法を図表１のようにまとめている（挽 , 2011, p.181）．
　そして，わが国では，伝統的に「規範的研究」が多いという特徴がみられたが，
近年では当該研究は減少傾向にあり，「ケースリサーチ」と「アクションリサー
チ」がさまざまな研究テーマで採用されるようになり，さらに記述的ケースリ
サーチに加え，定量的な方法を用いた研究が行なわれるようになっている（挽 ,
2011）ことを指摘している．
図表１：研究方法の動向
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出所：挽（2010, p.181）（2）
　わが国においてもこのように実証的な研究が主流になりつつあるのは，社会
科学研究としての会計研究にとって喜ばしいことであろう．上記の分類（挽 ,
2011）のうち，欧米の文献研究はそれ自体が目的ではないであろうからさてお
くとし，またここでいう「規範的研究」は「実証的研究」の対立概念であるが，
管理会計研究において中心を占めるのは「計算構造・手続論的研究」であろう
から，本稿ではこうしたアプローチについて検討する．また，定量的な実証研
究というものの根底にある理論ないしアプローチの１つは「コンティンジェン         
シー理論」であったと考えられることから，本稿では当該アプローチを取りあ
げて検討し，わが国における既存の管理会計研究を次節のように分類して考察
する．
２．１　わが国における既存の管理会計研究の類型
　本稿ではわが国における既存の管理会計研究の方法論を詳細に類型化するこ
と自体が目的ではなく，また，そのような検討は別稿に譲りたいと思うが，本
稿ではとりあえず，方法論といった点からわが国における既存の管理会計研究
を，①計算構造・手続論的研究，②ケースリサーチ，アクションリサーチ，③
歴史研究，④コンィンジェンシー理論に分類し，次にこれらの方法論的特徴に
ついてみてみたい．
①　計算構造・手続論的研究
　わが国における管理会計研究では，ある種の計算構造や手続が特定の企業組
織や人と切り離して論じることができるということが前提とされ，一般論とし
て論じられることが多かった．そして，わが国における既存の管理会計研究に
おける議論は，多くの場合，計算手続をいかに合理的に設定し，また定型化し
てゆくかということが重要な課題とされてきた．たとえば，予算管理について，
予算が科学的，客観的に設定できるということを前提として，「ゼロべース予算」
が提唱されたり，製造間接費が増加したという時代の要請に適合したよりよい
計算システムへの移行として，「ＡＢＣ（活動基準原価計算）」の適用が議論さ
れることがあった．しかし，こうした手法の適用が議論されることの根底には
客観主義的な発想がある．
　このようなアプローチは，教科書的な説明で，いかなる組織においても通用
するような唯一絶対で普遍的な管理会計の「計算構造・手続」があるかのよう
に論じるものである．実学からはじまった会計学は，このようなアプローチが
主流であったし，これからも主流であることはたしかであろう．こうしたアプ
ローチの研究は，現実の企業実務に何らかの提言を行なってゆく上で最も直接         
的なものであるといえる．しかし，いかなる組織にも通用する唯一絶対の管理
会計の「計算構造・手続」といったものは現実的ではなく，このような前提に
限界があることもたしかであろう．
②　ケースリサーチ，アクションリサーチ
　ケースリサーチとは，少数の事例に対し，主として定性的な情報を収集する
ためのリサーチの総称であり，アクションリサーチとは研究者がアクションを
仕掛けながらデータ収集を行う研究方法である．しかしわが国におけるこうし
た研究は研究者ないし経営管理者クラスの視点から記述したものが多く，後に
紹介する「解釈的アプローチ」のように実際に活動している人びとの相互行為
を解釈し理解しようとするものとは異なるものである．
③　歴史研究
　わが国においても見られる歴史研究は，編年史的な歴史記述が多かった．そ
こでは暗黙のうちに，「会計があるべき姿に向かって進歩してゆく」という仮
定がおかれていて，歴史を連続的な進歩の過程とみる立場をとっていたと考え
られる．本稿では後に，こうした仮定を外した歴史研究について紹介する．
④　コンティンジェンシー理論
　管理会計と組織に関する「マクロ・レベルの属性」との関係について分析す
る研究である．会計研究をある見方から二分すると，「計算構造・手続論的研
究」のような「会計そのもの」についての研究といわば「会計のコンテクスト」
にまつわる研究に大別できると考えられるが，わが国における管理会計研究に
おいても，「会計そのもの」の研究ではなく，「会計のコンテクスト」を探求し
ようとした研究もある．こうした研究の１つに「会計」と「組織や環境，戦略」
といったものに関するマクロレベルの変数との間に一定の関係があることを仮
定する「コンティンジェンシー理論」がある .
　コンティンジェンシー理論は，すべての状況に適合する唯一最善の管理会計
の手法は存在しないことを認めたものであり，そうした意味では「計算構造・
手続論的研究」よりも現実的である．しかし，管理会計と組織や環境，戦略あ         
るいは技術，規模といったものに関するマクロ・レベルの属性には，普遍的に
妥当する何らかの関係が存在することを仮定するものである．たとえば，企業
予算について，予算管理と組織に関するマクロ・レベルの属性（たとえば，規模，
構造，文化など）との関係について分析した研究などがこれであった．こうし
た「仮説」の設定とその「検証」といったアプローチは，自然科学の方法論を
模倣したものであろう．しかし，こうした研究もどのような組織変数が，たと
えば，予算管理の有効性に関係するのか共通の結論が得られていないし，一般
化することによる誤謬をおかしている研究もあったというのが現状であろう．
　このようなコンティンジェンシー理論では，「会計」が単純に「組織構造や
環境，戦略」といったものによって支配されることが仮定されているが，その
過程における人間の「主体」的側面が無視され，人間が規定される「構造」に
のみ焦点が当てられている．すなわち，こうしたアプローチは，組織成員の主
体的側面が問題とされることはなく，それを規定する外的変数のみが問題とさ
れている．それゆえ，こうした研究では，「会計」と「組織構造」や「組織プ
ロセス」といったものとの関係の「統計的な有意性」は「検証」できても「理
論的な説明」を与えることはできないという限界をもっている．
　結論を先取りすれば，わが国における管理会計研究の多くは，自然科学に特
徴的なアプローチである「機能主義パラダイム」によるものであるというのが
本節での結論であるが，それでは「機能主義パラダイム」とはどのようなパラ
ダイムなのか次にみてみる．
２．２　機能主義パラダイム
　機能主義は，ある要素を，それを含む全体に対する貢献によって把握し，そ
うした諸関係を「理論」や「モデル」として捉えようとする立場である．機能
主義パラダイムは，対象となるものごとに対して，あらかじめ準備された「枠組」
を用い，それを普遍的・客観的尺度として対象を分析しようとするものであ
る（3）．そして，社会的事象における人間の主体的側面は無視する外的観察要因         
からの視点であるところに特徴がある．機能主義パラダイムは，対象となるも
のごとに対して「客観的な視点」からアプローチして，「自然科学のモデルや
方法」を人間事象の研究に適用しようと試みる．「機能主義パラダイム」につ
いて，Burrell and Morgan（1979）にしたがってみてみる．
　Burrell and Morgan（1979）によると，「機能主義パラダイム」の構成とし
て，当該パラダイムは，さらに図表２の見取り図に描かれているように，客観
性の強いものから，①客観主義，②社会システム理論，③多元論（pluralism）
に分類される．これらについてみてみる．
図表２：機能主義パラダイムの見取り図
Burrell and Morgan（1979, p.29）より一部抜粋
①　客観主義
　客観主義は，社会的世界をあたかも「自然的世界」であるかのように取り扱い，
そこで生じる社会現象をあたかも物理現象であるかのように客観的に捉えよう
とするものである．そして，人間については，全面的に環境に規定され，外部
条件に対して一定の反応をするに過ぎないものであることが仮定されている．
テーラーの科学的管理法などもこのような前提の上に構築されている（Burrell
and Morgan, 1979, p.127）．
②　社会システム理論
　社会システム理論は，社会的事象の研究に対して，行為主体の側面は無視し         
て，社会を「機械」ないし「生物」にたとえてモデル化するアプローチである．
Burrell and Morgan（1979）によると，社会システム理論のなかには，さら
に構造機能主義とシステム理論があり，さらに，システム理論のなかに，オー
プン・システム理論，サイバネティックス，そして，わが国においても援用さ
れるコンティンジェンシー理論があるが，これらすべてについて詳述する余裕
はないし，また，イギリスなどにおける管理会計研究では③多元論（pluralism）
を援用した研究も見受けられるが ,これらについては拙稿（2000bをはじめ
2000a; 20000c; 2000d; 2001）に譲る．
　ただ，これらは社会現象を理解するためにつくられたいわば単純な「模型」
であることは共通している．
２．３　わが国における既存の管理会計研究の位置づけ
　わが国における既存の管理会計研究は，計算構造・手続論的な技術的な研究
が主流をしめ，会計のコンテクストを考察しようとしたものとしては，コン
ティンジェンシー理論による研究などがあることを列挙し，「機能主義パラダ
イム」の性質および機能主義パラダイムに属するアプローチないし理論につい
てみた．それでは，これらはどのように対応するのか次にみてみたい（Hopper
and Powell, 1985参照）．
（1）客観主義
　まず，客観主義に対応する研究をみてみる．
・計算構造・手続論的研究
　既にみた計算構造・手続論的な研究は，会計の技術的側面の研究であり，「普
遍的なアプローチ」をとり，組織を管理するのに「唯一最善の方法」があると
いうことを前提とし，いかなる組織にもあてはまる「計算構造・手続」を提示
しようとするところに特徴がある．組織的なコンテクストを考慮するとしても，
それは「計算構造・手続論」的な議論に還元できると考える．それゆえ，こう
した研究は，社会現象を画一的に捉え，人間の主体的側面を無視する「客観主         
義」を前提としてのみ可能である．
　こうした研究は，ある種の計算構造・手続といったものが客観的に有効であ
るとまでは明言しないまでも，そうした計算構造・手続といったものに関する
議論を，特定の組織や人といったものから離れて，客観的・普遍的に議論でき
るということを前提としている．
　もちろん，どんな企業組織にも当てはまる「核（コア）」となる部分はある
ことはたしかであり，こうした計算構造・手続論的研究が重要であることはい
うまでもない．ただ，本稿は，本来，組織的・社会的行為である会計を理解す
るためには，こうした研究のみでは限界があり，別の切り口の研究も必要とな
るといったことを論述しようとするものである．
　機能主義パラダイムの研究が「縦の切り口」であるとすれば，本稿で示す機
能主義以外のパラダイムは，いわば「横の切り口」の研究の方法論であるとも
いえ，会計にまつわる全く異なった社会的現実を明らかにするものである．
 （2）社会システム理論
　次に社会システム理論に対応する研究をみてみる．
・コンティンジェンシー理論
　コンティンジェンシー理論は，少数で特定の変数を取り上げ，それらの変数
の関係を説明する「仮説」を設定し，実験や質問調査票の形で，たとえば，説
明変数と被説明変数を計量化し，統計的な手法によって仮説の蓋然性を「検証」
しようとするものであった．コンティンジェンシー理論では，先にあげた例と
して，たとえば，企業予算の成否が「組織や環境，戦略などの変数」にのみ左
右されると仮定されていたものがあった．こうした研究は，独立変数と従属変
数を用いてつくられたいわば単純な「模型」であり，社会的事象の研究に対し
て人的側面は無視して「機械」的なアナロジーを適用するアプローチである「社
会システム理論」の一種であったといえる．
　本節の結論としては，わが国における既存の管理会計研究の多くは「機能主         
義パラダイム」に属するということである．そして，当該パラダイムの研究は，
分析の方法論として自然科学に特徴的なアプローチにあまりにも依拠し過ぎて
いるため，「研究対象を物象化」していたり，「非現実的で単純すぎる」などの
特徴がある．
　そして本稿は，わが国の管理会計研究の多くがそうであるように，「機能主
義パラダイム」として，単一のパラダイムに依拠する限り必然的に限界を有し
ているといったことを論述しようとするものである．そして，本稿は，１つの
パラダイムに立つかぎり必ず限界があるから，むしろ会計研究は，もっと多様
なパラダイムによる研究を認めても（進めても）よいのではないかということ
を提言するものである．
　伝統的に社会学などの社会科学における理論は，後に検討するように，「構
造」か「主体」かのいずれか一方に重点をおいて理論構築されてきたといえる
が，「機能主義パラダイム」の限界は，「構造」にのみ焦点を当て，行為「主体」
の目的や動機や意図といったものは度外視する点にある．既に見た「計算構造・
手続論的研究」以外の会計研究にも，社会に焦点を当てた研究はあるといえる
が（たとえば，「コンティンジェンシー理論」など），当該パラダイムの研究に
共通していることは，主体の側面が無視されているということである．本稿は
こうしたアプローチによる研究を否定するものではないが，こうした研究のみ
では限界もあることを指摘するものである．
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　前節においては，わが国における既存の管理会計研究がどのようなパラダイ
ムに依拠してきたかを検討し，その多くが自然科学に特徴的なアプローチであ
る「機能主義パラダイム」に属していることを指摘した．本節においては，管
理会計研究が，さらに社会学をはじめとする社会科学的なアプローチを援用す
ることによって，どのような方向に拡張可能であるのかを検討し，管理会計研          
究の社会科学的地平を展望する．
　本節では，まず １．Burrell and Morgan（1979）の社会科学研究のパラダ
イムの分類枠組を検討することによって，自然科学に特徴的なアプローチのみ
ならず社会科学的な研究のアプローチとしていかなるパラダイムが存在するか
を提示する．そして，２．社会科学研究のパラダイムの管理会計研究への援用
可能性として，イギリスなどにおいて行なわれる会計研究のいくつかを紹介す
る．さらに，３．わが国における既存の管理会計研究のパラダイムと代替的な
パラダイムとして，具体的な管理会計研究のテーマを例にとって，パラダイム
が異なればどのように研究内容の相違が生じるのかを具体的に検討し，そうし
た ４．パラダイム間の相互作用 としてパラダイム間の相違をもう少し理論的
に論究するとともに，こうした諸研究をどのような関係として捉えるべきかに
ついて言及する．
３．１　Burrell and Morgan（1979）の提示する社会科学研究の枠組
　社会科学は，自然科学とは異なり複雑なリアリティを対象とするため，古来，
多種多様なアプローチによって研究が行なわれてきた．Burrell and Morgan
（1979）は，こうした社会科学研究のパラダイムを相対化し，社会科学の領域
に非常に大きなインパクトを与えた．
　Burrell and Morgan（1979）の社会科学研究の分類枠組みは，社会科学の
文献などではかなり多様に引用されるものであるが，それをもってこの枠組を
盲信することは論外であるとしても，それを考察の手掛かりとし，出発点とす
ることは，極めて妥当なことであると考えられる．
　また，本稿の関心は，会計研究を社会科学的な領域にまで拡張することであ
り，そうした関心はとりもなおさず，社会科学的な探求領域となるが，こう
したことからも彼らの枠組みを検討することが必須であると考えられ，以下，
Burrell and Morgan（1979）の提示する社会科学研究のパラダイムについて
検討する．彼らは，次のような図の２つの軸によって，社会科学研究のパラダ          
イムを分類している．
図表３：Burrell and Morgan（1979）の社会科学研究の枠組
Burrell and Morgan（1979, p.22）
　図について説明を加えると，横軸は，「客観主義」と「主観主義」の軸である．
「客観主義」は，「全体的・包括的」に対象にアプローチし，社会に関する「普
遍的な法則」を追求し，研究目的に関連した「本質的な属性」のみをとりだし
て対象とする．一方，「主観主義」は，「部分的・特殊的」，「個別的な記述」を
追求し，社会の「ありのまま」を記述しようとする．
　縦軸は，「レギュレーション」と「ラディカル・チェンジ」の軸である．「レ
ギュレーション」は，「現状」，「秩序」，「安定」をあらわし，なぜ社会が一つ
の実在として維持されるのかを理解し，社会に関する説明を提示しようとする．
一方，「ラディカル・チェンジ」は，「変動」，「コンフリクト」，「矛盾」に焦点
を当て，人びとを阻害するような諸構造から「解放」することに関心をもつ．
　Burrell and Morgan（1979）は，このような主観主義／客観主義，レギュレー
ション／ラディカル・チェンジによって区分される四つのパラダイムとして，
「機能主義」，「解釈的アプローチ」，「ラディカル・ヒューマニスト」，「ラディカル・
ストラクチャニスト」を提示している．          
　これらのパラダイムは，相互に対立する基本的前提にもとづいてそれぞれが
理論構築されているため，あるパラダイムから他のパラダイムをみると全く矛
盾したものとなっている．それゆえ，それぞれのパラダイムは代替的で排他的
な研究形態をとることになる．そして，それぞれのパラダイムは全く異なった
社会科学的現実を明らかにし，特定のパラダイムに位置することは，特定の方
法で社会をみることである（Burrell and Morgan, 1979, pp.1-37）とする．
　こうしたパラダイムのうち，わが国における既存の管理会計研究が依拠する機
能主義パラダイムについては，既に先取りしてふれたが，これらのパラダイムが
どのような性質をもち，どのように会計研究に援用されるか次にみてみたい．
３．２　社会科学研究のパラダイムの管理会計研究への援用可能性
　ここまでは管理会計研究の「パラダイム」ということについて議論するため
にBurrell and Morgan（1979）の提示する社会科学研究のパラダイムの枠組
を引き合いにだして検討してきたが，イギリスなどにおける会計研究を網羅的
にサーベイした結果，彼らが提示する４つのパラダイム以外に，本稿では，構
造を重視するという点では「機能主義」と似通っているが，機能主義よりも記
述的な性質をもつ「構造主義」をつけ加える．この構造主義は，管理会計にお
ける歴史研究にも影響を与えるものである．さらに，彼らよりも時代的に後に
登場した「主体」を重視するアプローチと「構造」に焦点を当てる理論を統合
しようとした「主体と構造の統合理論」もつけ加える必要がある．こうした理
論は，社会学者ギデンズやブルデューなどの理論として知られる．また，彼ら
の分類する「ラディカル・ヒューマニスト」と「ラディカル・ストラクチャニ
スト」は，今回のレビューに関するかぎりさほど重要性がない（Hopper and
Powell, 1985）ともいえるので，本稿では１つにまとめて提示することにした．
　それゆえ，本稿では，会計研究に援用可能な社会科学研究のパラダイムとし
て，①「機能主義」，②「解釈的アプローチ」，③「構造主義」，④「主体と構
造の統合理論」，⑤「批判理論」の５つのパラダイムを提示する．そして，そ          
れぞれのパラダイムの性質とそうしたアプローチにもとづく会計研究について
紹介する．（ただ，これらの分類は暫定的なものに過ぎず，今後，批判的に修
正を受けて行くものであろう．しかし，会計研究を社会科学的な地平に拡張し
てゆく方向づけを行なったという意味ではそれなりの意義があると思われる）．
　次に紹介する会計研究はAccounting, Organizations and Society誌をはじ
め，Accounting, Auditing and Accountability Journal誌，Accounting Man-
agement and Information Technology誌，Critical Perspectives on Account-
ing誌などのジャーナルを結集の媒体とする会計研究である．
①　「機能主義」　　
　既に第２節においてもみた機能主義は，図表３のレギュレーションの軸と客
観主義の軸に囲まれるパラダイムであり，「構造」のみを重視し，「全体的・包
括的」なものを対象とし，方法論としては「仮説演繹法」，「観察帰納法」を用
いる．機能主義は，「自然科学」に特徴的なパラダイムであるが，もちろん「社
会科学」的なパラダイムとしても重要である．ただ，機能主義パラダイムにつ
いては，既述なのでここでは詳述しない．
　以下社会学をはじめとする「社会科学」に固有なパラダイムである②「解釈
的アプローチ」，③「構造主義」，④「主体と構造の統合理論」，⑤「批判理論」
についてもう少し詳しくみてみる．
②　「解釈的アプローチ」
　「解釈的アプローチ」は，研究対象を，行為者の観点にたって，行為者の立
場から，その具体的場面での人びとの相互行為を通して分析しなければならな
いとする立場である．当該アプローチは，伝統的に試みられてきた組織ならび
に人間モデルに対する一切の仮定や前提を廃し，「括弧でくくり」，研究者から
の立場ではなく，まさに行為者の立場に立って捉えようとするアプローチであ
る．人びとがどのようなことを自明視し，どのような方法で振る舞い，どのよ
うな関わりのなかで相互作用しているかを，いわば科学以前の問題として理解
し「記述」しようとするところに特徴がある．社会学におけるシンボリック相          
互作用論，現象学的社会学，エスノメソドロジーなどがこうしたパラダイムに
属する（4）．
　当該パラダイムは，図表３の主観主義とレギュレーションの軸で囲まれ，「主
体」を重視し，「具体的・特殊的な対象」の記述を目指し，方法論としては「意
味解釈法」を用いるところに特徴がある．
　こうしたパラダイムによる研究として詳細は拙稿（2000aをはじめ2000b;
2000c; 2000d; 2001）に譲るが，たとえば，一年間の参与観察によって経営
者にインフォーマルなインタビューを行なうことによってなされたPreston
（1986），６つの病院における予算システムを看護婦の視点から記述した
Covaleski and Dirsmith（1983; 1986），当該アプローチを応用して会計と文
化の関係を探ったDent（1991）などは別稿においても紹介した．
　このうち，Dent（1991）は，ある鉄道会社における会計と組織文化の関係
を記述する．特定の組織に固有の文化を究明するためには，組織外部からの客
観主義的な視点の考察では適切ではなく，組織成員の解釈行為そのものから調
査がなされなければならないとする．そのため，彼の研究は，すべての仮定を
エポケーしたうえでの非構造的インタビュー，社内会議の見学，日常会話の記
録といったかたちをとり，組織成員の立場から会計と組織文化の関係を「あり
のまま」に記述しようとした調査となった．
　この例からもわかるように，当該アプローチは，機能主義のような客観主義
的な仮定をおいたり，理論やモデルを用いて分析するのではなく，研究対象を
「ありのまま」に記述し，現実にその現象にかかわっている人びとの考え方，
意味理解の仕方等をめぐって，科学以前の「日常的生活世界」を記述しようと
するものである．当該アプローチは，いわゆるケース・スタディとも近いが，
研究者ないし経営管理者のクラスの視点から記述したケース・スタディとは異
なり，実際に活動している人びとの相互行為を解釈し理解しようとするもので
ある．そして，「機能主義」で切り落とされた人の側面を復活させようとする
ものである．           
　その後，近年でもフィンランドにおけるＡＢＢ社で，インタビュー，社内
での非公式的な議論，内部資料の検討といった調査を行ったVivo（2006）は，
自らの研究を「解釈的アプローチ」の領域に分類されるものとし，当社の様々
な部署の社員たちが交わる「会議（Meeting）」という場のなかで，会計的な
測定尺度，あるいは非財務的な尺度によって，当社の社員の「日常的生活世界」
に可視性が付与され，当社のすみずみに至るまで管理される様を記述している．
　また，たとえば，Ahrens and Mollona（2007）はシェフィールドにおける
製鋼所を11か月にわたって参与観察したものである．工場内の異なる作業現
場でみられる異なった下位文化と会計の関係，そしてその葛藤と矛盾を行為者
の立場から記述したものである．
　こうした「解釈的アプローチ」については，2008年のCritical Perspectives 
on Accountancy誌，第19巻においてさまざまな論争が繰り広げられた．当
該アプローチは，研究成果に対する議論の少なさなどから疑問視する見解
（Merchant, 2008）もあれば，その独特な性質から将来にわたって主流にはな
らなくてもそれなりに存在価値が認められるであろうとする見解（Baxter et
al., 2008；Dilland, 2008）がある一方，「解釈的アプローチ」はいわゆる「分厚い」
記述として行為者が行動する意味を記述する独自の能力をもつものであり，「実
証主義」に代わる代替物として独自の領域を構築するものであると主張する肯
定的な見解（Armstrong, 2008：Lukka and Modell, 2010など）もみられる．
　このように「解釈的アプローチ」の学問的基礎については賛否両論がある
ところであるが，当該アプローチは他のパラダイムとの連携をつくりだした
ときに会計研究も実務界に対してレレバントなものを提供できるとする見解
（Davila and Oyan, 2008），「解釈的アプローチ」と他のアプローチとを併用し，
理論的，方法論的な多元主義を構築することを主張する見解（Parker, 2008）
もあり，本稿もそうした立場をとっている．
③　「構造主義」
　「構造主義」は，ある現象を，他の現象に依存しているその関係があっては          
じめていま現にあるところのものになるような連関のなかで考察する方法であ
る．「構造」とは，その要素間の関係性を示すものであり，「構造主義」は，研
究対象を構成要素に分解して，その要素間の関係を整理，統合することによっ
て，その対象を理解しようとするものである．思考の焦点は，人間の「主体」
的な行為に向けられるのではなく，その主体的な行為を成立せしめている「構
造」あるいは「関係」の把握へと向けられる（5）．
　当該パラダイムは，図表３では表現されていないが，「構造」のみを重視し，
「全体的・包括的」なものを対象とし，社会現象を「記述」し，「説明」するこ
とを目標とする．構造を重視するという点では，機能主義とも似通っているが，
機能主義よりもより記述的な性質が強い．
　構造主義は，たとえば，既にみた機能主義パラダイムのひとつとしてのコン
ティンジェンシー理論とは，似て非なるものである．わが国においても援用さ
れるコンティンジェンシー理論は，「会計が外的変数によって一方的に影響さ
れる」ことが仮定されたいわば「模型」であったが，当該アプローチは，「会
計とそのバックグラウンドを一つの構造，ゲシュタルトとして捉え記述するも
の」である．
　こうしたパラダイムの研究として，たとえば，構造主義による最初の研究と
いわれるBurchell et al.（1985）は，「会計コンステレーション（= 星座）」と
いう概念を導入して，1970年代のイギリスにおける「付加価値会計」をめぐ
る関係状況を分析したことは別稿（2000dをはじめ2000a; 2000b; 2000c; 2001）
においても紹介した．「会計コンステレーション」とは，会計実践の存在を可
能にさせる関係状況の特定の形状のことであり，構造主義における「構造」に
他ならない．そして，会計実践は，こうした特定のコンステレーションのもと
ではじめて成立し，そのコンステレーションが崩壊すると，会計実践も崩壊な
いし変容すると考える．彼らは，当時の付加価値に関する議論を構成していた
場として，「会計基準」，「政府による経済管理」，そして「労使関係と情報開示」
という３つの舞台を提示し，それらの舞台の相互関係からなるコンステレー          
ションのなかではじめて付加価値会計現象が成立した様を記述している．
　機能主義による研究では，付加価値会計の計算構造・手続やその有効性その
ものについて議論されたりするところであろうが，当該研究では，「会計基準」，
「政府による経済管理」，そして「労使関係と情報開示」という３つの舞台のな
かに付加価値会計を成立せしめた「構造」が浮き彫りにされ，会計とそのバッ
クグラウンドを一つの構造，ゲシュタルトとして捉え記述したものである．
　その後，構造主義の発想を受け継いだフランスの哲学者フーコーは，「知と
権力の関係」，「知に内在する権力の働き」といったものを解明かした．彼にお
いては，絶対的な真理なるものは否定され，真理と称されるものは社会に偏在
する「構造」のなかで形成された相対的なものに過ぎないとみなされる（6）．
　このような立場からの会計研究である「フーコディアンアプローチ」は，近
年でもみられ，こうした会計研究では，会計は事実を写像する「中立的なもの」
という側面よりも，組織や社会に偏在している権力の一形態として働いている
という「会計=権力」の側面が強調される．
　たとえば，Lambert and Pezet（2010）は，こうしたアプローチを用いてフ
ランスの自動車部品会社Equipautoを考察した．そこでは管理会計担当者が，
真実味をおびたデータを創りだす経営管理の道具となることによって，生産過
程の各段階で，会計により権力 /知の関係が形成され，会計と権力が結びつく
様子が分析されている．そして，「フーコディアンアプローチ」によって組織
内ではたらくアカウンタビリティを記述し，理解するのに役立ったとしている．
　構造主義はまた，時間的過程の記述よりも，それを可能ならしめる「構造」
に重点をおくため，いわゆる歴史研究と対立し，歴史研究にも影響を与える．
当該パラダイムにおける歴史研究の方法論として，フーコーの「考古学」，「系
譜学」がある．「考古学」は，従来のような，歴史を連続的な進歩の過程とみ
る立場を拒否し，その時代の人びとが無意識のうちに従っている「知の枠組み」
（「エピステーメー」）によって歴史を「構造」からとらえようとするものであ
り（フーコー , 1974），「系譜学」は，物の認識をいくつかの時代に分けて，現          
代では自明な概念が過去においては自明でなかったことを暴きだす方法である
（フーコー , 1977）（7）．
　こうした歴史研究の方法を援用した管理会計研究として，詳細は拙稿（2000d
をはじめ2000a; 20000b; 2000c; 2001）に譲るが，第一次世界大戦中およびおよ
び戦後イギリスにおける原価計算の発展を時代的・社会的文脈から分析した
Loft（1986），20世紀初頭の標準原価計算と予算統制を社会的コンテクストか
ら分析したMiller and O'Leary（1987），Wedgwood社および匿名のＭ社，Ｑ
社を通じて，会計システムの特定のコンテクストへの依存性および，そのコン
テクストに対する構成的役割を重視しながら会計システムの変化を分析した
Hopwood（1987）などがあることは別稿においても紹介した．
　こうした歴史研究は，「会計があるべき姿に向かって進歩してゆく」とい
う仮定のもとに行なわれる編年史的な歴史研究ではなく，会計における「変
化は特定のものであり，まったく特殊な問題や課題の解決を指向している」
（Hopwood, 1987, p.227）ことを前提とする歴史研究である．
④　「主体と構造の統合理論」
　ここまでみてきたアプローチないし理論は，「主体」か「構造」かのいずれ
かに重点を置くものであったが，「主体と構造の統合理論」は，既にみた「主体」
を重視するアプローチと「構造」を重視する理論を統合しようとした理論であ
る．「主体」的行為は客観的な「構造」を前提とするが，また「主体」がその
ように行為することによって「構造」を再生産する（「構造の二重性」）という
側面がある．それゆえこの二つを切り離すべきではないとする．しかし，「主体」
が「構造」をつくり変えることもあるという．こうした現象を捉えた理論に社
会学におけるギデンズの「構造化理論」やブルデューの理論などがある（8）．
　当該パラダイムは，図表３では表現されていないが，「主体」と「構造」の
両方を重視し，社会現象の「理解」や「説明」を目指す．こうした理論は，「主
体」的行為と「構造」の統合を目指した理論であり，「主体」的行為が「構造」
に拘束されると同時に，「主体」的行為によって「構造」が再生産される現象          
を捉えた「包括的・一般的な理論」である．
　こうしたパラダイムによる研究として，詳細は拙稿（1999; 2000cをはじめ
2000a; 20000b; 2000d; 2001）に譲るが，ウィンスコンシン大学の予算システム
について「構造化理論」から分析したMacintosh and Scapens（1990），ＧＭ
社への管理会計システムの導入と国防省での兵器修理のための原価会計シス
テムを取り上げたMacintosh and Scapens（1991），組織における情報技術の
開発と運用の分析に構造化理論を適用したOrikouski and Robey（1991），情
報システムの開発戦略の研究に当該理論を用いたWalsham and Han（1993），
ニコンにおけるクォータ予算の導入が当該組織に及ぼした影響を「構造化理論」
から分析した上東（1999）などは別稿においても紹介した．このうち拙稿（1999）
は，わが国における光学機器メーカーであるニコンにおけるクォータ予算の導
入が当該組織に及ぼした影響を「構造化理論」から分析したものである．当社
では1987年代以降，クォー タ予算制度の導入が図られたのであるが，それに
よる組織変化を分析したものである．
　機能主義による研究であれば，クォータ予算の計算構造・手続について議論
されたり（「客観主義」），クォータ予算が適合する組織構造との関係について
議論されたりする（「コンティンジェンシー理論」）ところであるが，当稿は，
クォータ予算制度の導入が，当社の組織成員にどのような影響を与え，どのよ
うに組織構造を変化せしめたかを，「主体」と「構造」の両側面から捉えよう
としたものである．
　その後，近年においても，このようなアプローチは益々盛んに行われ，たと
えば，Conrad（2005）は，民営化されたガス会社のケースを「構造化理論」によっ
て分析した．そして，「構造化理論」を用いることによって，組織変革がどの
ようにもたらされ，どのように会計システムや責任会計の仕組みに影響したか
を「主体」と「構造」の両側面から明らかにできたとする．
　また，こうした研究はとくに予算管理研究に有用であるという指摘もある
（Kilfoyle and Richardson, 2011）．これまで予算管理研究は「行為」者に焦点          
を当てるか，「構造」にのみ焦点を当てることが多かったが，こうした２つの
排他的な側面を統合するアプローチとして「構造化理論」を援用したKilfoyle
and Richardson（2011）は，予算管理研究において「主体」と「構造」の相
互作用の関係を再検討することの重要性を指摘するとともに，当該理論を用い
ることによってとくに予算管理研究へ新たな方向性を構築できる可能性を指摘
している．
　こうしたパラダイムの会計研究は，今後，わが国の管理会計研究にも少なか
らず影響を与えるものであると思われる．
⑤　「批判理論」
　「批判理論」は，社会科学を社会批判として用い，社会を理解するだけでは
なく，「変革」することをも目的とする理論である．「批判理論」は，人びとの
考えは社会の産物であるとし，客観的な知識に到達し，その時代の影響力から
自由になることは不可能であると考える．それゆえ，社会科学は，「中立的・
客観的」なものではなく，「事実（経験法則）」と「価値判断（道徳）」を分離
すべきではないと考える．そして，そうした社会に対して「批判的」な姿勢を
とるべきであるとする．こうした理論は，マルクスからはじまり，近年ではハー
バマスの理論（9）などが会計研究にも援用される．
　当該パラダイムは，図表３の上半分に位置し，「弁証法」（10）とよばれる世界
の発展過程を理解する方法がその根底にあり，「イデオロギー」といった概念
が一つの分析枠組みとなる．「イデオロギー」とは，「社会の構成員がもつ誤っ
た意識」，「社会的な動きや制度を正当化する意識形態」，「社会が自己を再生産
するプロセスで見られる社会の力」といった意味で用いられる．そして，会計
研究に関しては，会計のイデオロギー的な性質，つまり，会計が社会成員に誤っ
た意識をもたせたり，社会的な動きや制度を正当化する道具となっている側面
が分析される．
　こうしたパラダイムによる研究として，詳細は拙稿（2001をはじめ2000a;
20000b; 2000c; 2000d）に譲るが，たとえば，伝統的な管理会計研究を批判し，          
経営者の行為を正当化する手段として管理会計が利用されてきたことを指摘
し，管理会計が労働者の制度的従属に貢献していることを批判するHopper
et al.（1987），ＧＥ社のアニュアル・リポートを女性に対する抑圧を告発す
る視点から分析したTinker and Neimark（1987），批判理論によって，組織
的コンテクストにおける会計システムを理解し変革するステップを提言した
Laughlin（1984; 1987; 1988）をはじめ多数ある．
　このなかのLaughlin（1984; 1988）は，現実の英国教会における会計のイデ
オロギー的な役割を批判的に分析し，変革することを試みたアクションリサー
チであり，単なる理論的内容のみの机上の議論に止まることなく，現実の会計
システムを分析し「変革」しようとした実践的な試みであることは別稿におい
ても紹介した．
　機能主義による研究であれば，そもそもが経営管理者の立場のみをサポート
する提言となるところであるが，当該パラダイムは，それ以外の立場をも考慮
し，そうした観点から組織や社会の「変革」を求めようとするものである．
　その後，近年においてもDilland and Yuthas（2006）は，ハーバマスの批
判理論にもとづいて，鉄鋼会社Geneva SteelにおけるＥＲＰシステムの開発
と導入の組織的なコンテクスト，そしてその文化的，社会的なコンテクストを
分析し，当社の経営や労務管理についても言及している．そして，こうしたフ
レームワークはＥＲＰシステムの導入の前提となっている「イデオロギー」を
批判するのに役立ったとしている．
　また，Gurd（2008）は，南オーストラリアの国営電力会社であるElectric-
ity Trustの会計及び組織変革を２つの理論から分析したものである．１つは
先にみたギデンズの「構造化理論」であり，いま１つは「ハーバマスの批判理
論」にもとづくものである．そして，それぞれの理論にもとづく異なったレン
ズは異なった現実を明らかにするとして，理論的なトライアンギュレーション
を主張している．
　このような方法論的な多元主義の必要性は，後に述べるように，まさしく本          
稿の主張するところである．
　以上，本稿はこうした研究の紹介論文であるため，イメージ的なものを提示
するのが精一杯であったが，こうした研究について広く浅く紹介した．以上の
会計研究のパラダイムをBurrell and Morgan（1979, p.29）の図に一部加筆修
正し，見取り図にすると図表４のようになる．
　「構造主義」は構造を重視するという点では機能主義と似通っているが，機
能主義より記述的であり，このことをBurrell and Morgan（1979）の図に加
筆して表現するために，機能主義よりもやや左に記載した．また，「主体と構
造の統合理論」は，既にみたように，「解釈的アプローチ」などの主体を重視
するアプローチと「機能主義」や「構造主義」のような構造を重視する理論
を統合しようとした包括的な理論であり，この理論は，Burrell and Morgan
（1979）の図で表現するのは困難であり，もう一本軸を設けて３次元で表現す
るのも一法であると思われたが，今回は，Burrell and Morgan（1979）の図
の中央に記載することによって表現した．
図表４：
Burrell and Morgan（1979, p.30）一部加筆修正          
　わが国における既存の管理会計研究は，図表４の右下の部分に片寄っている
ことになる．本稿では，既に述べたようにわが国における既存の管理会計研究
が主として依拠してきた「機能主義パラダイム」を否定するものではないが，
こうした研究の片寄りに警告を発っするものである．
３．３　わが国における既存の管理会計研究のパラダイムと代替的パラダイム
　それでは，わが国における既存のパラダイムである「機能主義パラダイム」
がこれまで明らかにしてきたことはどのようなことで，機能主義パラダイムと
前項までで紹介した他の代替的なパラダイムではどのような研究の相違が生じ
るのか．そして，こうした代替的なパラダイムは，機能主義パラダイムが明ら
かにしてこなかったどのようなことを明らかにするのか．具体的な管理会計研
究のテーマにそくして次にみてみたい．
①　「機能主義」 vs 「解釈的アプローチ」
　まずは，「機能主義」と「解釈的アプローチ」による研究の相違についてみ
てみる．こうした相違について，たとえば，予算管理についてみてみる．既存
のパラダイムとしての「機能主義（客観主義）」では，予算管理には，「計画機能」，
「統制機能」，「調整機能」があると仮定された上で，「旧弊なマンネリ予算を打
破し人・物・金の有効利用をはかるには，ゼロベース予算を採用すべきである」
と主張されたり，「予算編成の段階に現場部門の参加を求め，参加型の予算編
成を行なうことが望ましい」といった提言がなされたことがあった．このよう
に機能主義は，企業組織を画一的なものと仮定したうえで，現実の実務に何ら
かの提言を行なうには適しているが，非現実的にならざるを得ない一面があっ
た．
　これに対して，代替的パラダイムとしての「解釈的アプローチ」では，たと
えば，Covalski and Dirsmith（1983;1986）では，予算管理は，ゼロベース予
算や参加型，非参加型のいずれかの採用によってその成否が決定されるもので
はないし，あるいは コンティンジェンシー理論が仮定するように単純に「組          
織的な変数」などに左右されるものでもなく，企業予算が組織成員の「交渉の
道具」として機能し，企業予算が組織内の「面倒な事柄をうまく処理する一種
の儀式」として機能していること，企業予算が組織的現実を造り出し，また，
逆に組織的な力によって予算が編成されることを「記述」した研究があった．
解釈的アプローチは，このように特殊的・具体的な現実をありのままに捉える
ものであり，企業実務に関する現実の記述を目指す．しかし，反面，政策提言
力はないこともたしかである．
　また，ＡＢＣ（活動基準原価計算）について，既存のパラダイムとしての
「機能主義（客観主義）」では，ＡＢＣは，製造間接費が増加したという時代の
要請に合致する伝統的原価計算にかわるより優れた計算手法であるとしたこと
が主張されたり，既存のパラダイムとしての「機能主義（社会システム理論）」
では，ＡＢＣの導入について，「戦略や組織構造」といったファクターが及ぼ
す影響との関係を分析した研究（たとえば，Gosselin, 1997）があった．この
ように機能主義パラダイムでは画一的な組織といったものが仮定され，その組
織を創りだす人的側面は無視されたパラダイムであることがわかる．
　それに対して，代替的パラダイムとしての「解釈的アプローチ」では，たと
えば，Cooper and Turney（1990）は，組織成員の行動に対してＡＢＣにおけ
る「コスト・ドライバー」が与える影響を記述し，「最も正確なコストを算定
するコスト・ドライバーが，最も強いメッセージを送るとは限らない」ことを
記述したものであった．つまりは正確な計算を志向したはずのＡＢＣで用いら
れるコスト・ドライバーが，現実の組織のなかでは，仮定された目的とはかけ
離れた働きをしていることが記述されていたのである．解釈的アプローチでは，
このように会計の機能は仮定してはならないものとされ，科学以前の「日常的
生活世界」で会計が人びとに与える影響を「意味解釈」によって記述しようと
するものである．
　さらに，戦略的管理会計研究について，既存のパラダイムとしての「機能主
義（客観主義）」では，戦略の策定と実施が分析的かつロジカルにのみ行なわ          
れることが仮定されたうえで，企業外部の「コンペティター分析」，「製品別収
益性分析」，「顧客別収益性分析」など既存の会計情報を拡張することが提案さ
れたことがあった．
　これに対して，代替的パラダイムとしての「解釈的アプローチ」では，たと
えば，Dermer（1990）は，企業が戦略を形成する際，会計は，一般に考えら
れている機能とは異なって，むしろ次のような役割を演じるという．それは，
会計の戦略策定の際のコミュニケーション手段となる「言語」としての役割，
戦略策定において「これまでとってきた組織的なコンテクストを再生」する役
割を演じ，会計は，「戦略を策定するために用いられるというよりも，むしろ
戦略を支援するために用いられる」という．
　このように「機能主義」と「解釈的アプローチ」では，かなり異なった社会
的現実が明らかにされることがわかる．
②　「既存の歴史研究の方法」 vs 「構造主義の影響を受けた歴史研究の方法」
　「既存の歴史研究の方法」と「構造主義の影響を受けた歴史研究の方法」の
相違についてみてみる．「既存の歴史研究の方法」は，会計があるべき姿に向かっ
て進歩してゆくという仮定のもとに行なわれる編年史的なものが多かった．こ
うした研究は，Johnson（1986）などの研究に対して，Napier（1989）など
が批判的に引用するように「会計ダーウィニズム（Accounting Darwinizm）」
（Johnson, 1986, p.68）とよぶことができる．こうした研究では，組織，人，
さらに時代を超えた客観的な計算構造・手続といったものが存在することを仮
定してはじめて可能である．
　既存のパラダイムとしての「会計ダーウィニズム」として，たとえば，
Johnson and Kaplan（1987）のRelevance Lostでは，成功している「日本企
業の生産管理実践を模倣し，そのスタイルをアメリカ企業の管理会計システム
のデザインに組み込む」べきであるとされたり，Johnson（1994）では，管理
会計の「トップ・ダウンによるリモート・コントロール」をやめてＴＱＭを用
いるべきであると提言されたことがあった．          
　これに対して，代替的パラダイムとしての「構造主義的な歴史観」では，た
とえば，Ezzamel et al.（1990）は，異なった歴史研究のアプローチであるフー
コディアンアプローチから，アメリカ企業の「計数管理」は，会計の実践や「ディ
スクール（言説）」のなかに深く組み込まれているため，アメリカ企業はむし
ろ，「計数管理」をより徹底して行なうべきであるとする研究があった．ディ
スクールとは，もともと「書かれたこと」，「言われたこと」といった言語で表
現されたことの総体を意味するが，ここでいうディスクールとは先に紹介した
フーコーの用いた意味で使われており，単なる言語表現ではなく，「制度や権力」
と結びつき，現実を反映するとともに現実を創りだすような言語表現のことで
ある．
　このように歴史研究においてもパラダイムが異なれば．提言される内容は全
く異なる．
③　「機能主義」 vs 「ラディカル・セオリー」
　次に，「機能主義」と「ラディカル・セオリー」の研究の相違についてみてみる．
既存のパラダイムとしての「機能主義」では，管理会計とは，かつて「経営管
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，またこれらの諸目的を達成す
るために合目的的な意思決定を行なうのを援助するために
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，当該目的に適合し
た技術および概念を適用することである．」（ＡＡＡ , 1959, p.210）（強調は引
用者）と定義されたうえで研究・教育が行なわれた．
　これに対して，代替的パラダイムとしての「ラディカル・セオリー」では，
たとえば，Hopper et al.（1987）は，管理会計が，経営者の行為を正当化する
手段として利用されてきたことを指摘し，管理会計が労働者の制度的従属に貢
献し，経営者の利益に役立ち，それを正当化しているとして，新たな管理会計
研究の方途を探るような研究が見受けられた．このように「機能主義」と「ラ
ディカル・セオリー」からも，かなり異なった結論ないし研究成果が導きださ
れることがわかる．
　以上のようにパラダイムが異なればかなり異なった会計にまつわる社会的現          
実が明らかにされ，代替的で排他的な研究形態をとることがわかる．次にこう
したパラダイム間の相違をもう少し理論的に論究すると共にパラダイム間はど
のような相互作用を及ぼすのか検討する．
３．４　パラダイム間の相互作用
　複数のパラダイムは，Burrell and Morgan（1979）のいうように，時間の
変化とともに逐次的に異なったパラダイムのなかで研究し得るという意味では
代替的である．しかし，特定の時点で２つ以上のパラダイムを同時には追求し
得ないという意味では排他的なものである．しかし，単に排他的な側面のみで
はなく，むしろ相互補完的ないしは相互発展的な関係としても捉えるべきであ
るというのが本稿の主張である．次に，こうしたパラダイム間の相互作用，特
にここでは「機能主義」と他のパラダイムの関係についてだけみてみる．そし
て，それはとりもなおさずわが国における既存の管理会計研究が依拠してきた
「機能主義パラダイム」の限界を指摘することにもなる．
①　「機能主義」 vs 「解釈的アプローチ」
　「機能主義」は，対象となるものごとに対して「客観的な視点」からアプロー
チし，「理論」や「モデル」を用いるパラダイムであるのに対して，「解釈的ア
プローチ」は，「具体的・特殊的な対象」を「あるがまま」に記述しようとす
るパラダイムであることは既にみた．
　「解釈的アプローチ」からみた「機能主義」の限界は，機能主義が前提とす
る仮定が非現実的で単純すぎること．自然科学に特徴的なアプローチである仮
説演繹法や観察帰納法，あるいは自然科学において用いられる理論やモデルを
社会的事象の研究に無理やりにあてはめることによって「研究対象を物象化」
していることである．社会現象を扱う分野は，自然科学の場合とは違って，現
実にその現象にかかわっている人びとの考え方，意味理解の仕方等をめぐって
科学以前の理解がなければ，それを科学的に分析することはおろか常識的にさ
え理解することができない（下田 , 1989, p.152）ということである．それゆえ，          
解釈的アプローチからすれば，あまりにも現実離れした機能主義による研究
は，会計研究としては有効性を欠くということである．「仮説やモデルは，そ
れ以前にすでに豊富な経験的資料が用意されていて，その解読によってはじめ
て組み立てられなければならない」（下田 , 1989, pp.161-162）ことになる．こ
うした立場の差異は，おおむね研究者と実務家の対立図式にもあてはまる．
②　「既存の歴史研究の方法」 vs 「構造主義の影響を受けた歴史研究の方法」
　「既存の歴史研究の方法」は，「会計はあるべき姿に向かって進歩してゆく」
とした仮定のもとに，たとえば，生成期，成長期，確立期，展開期などに区分
して，管理会計技法の生成・発展を「連続的・発展的」に記述しようとするも
のが多かった．たとえば，Johnson and Kaplan（1987）の次のような文言に
もそれがあらわれている．「今日利用されているすべての管理会計技法は，…
（中略）…実質的に1925年までに，みな開発されてしまった．これらの実務は，
いよいよ複雑化し多様化した企業における経営管理者の情報およびコントロー
ル・ニーズを満たすべく発展したのであった．しかし，革新の速度は，その時
点で止まってしまったように思われる」（Johnson and Kaplan, 1987, p.12）．
　これに対して，「フーコーの歴史研究の方法」である「考古学」，「系譜学」は，
非連続的，断続的な歴史観であり，「会計はそれがあるべき姿へと向かって進
歩してきたのではなく」，「変化は特定のものであり，まったく特殊な問題や課
題の解決を指向している」（Hopwood, 1987, p.227）ことを前提とする歴史研
究の方法である．
　「構造主義における歴史研究の方法」からみた「既存の歴史研究の方法」で
ある会計ダーウィニズムの限界は，会計があるべき姿に向かって進歩してゆく
といった仮定の単純さにある．歴史は単なる事実の集まり以上のものであり，
多様な描き方が存在する．そして，多様な描き方が存在すれば，それによって
提言される解決策も多様なものとなるということである．
③　「機能主義」 vs 「批判理論」
　「機能主義」では，既にみたように「法則定立的な知」が目指され，経験的          
法則と社会規範が区別され，それぞれは自律的に成立するとされる．これに対
して，「批判理論」は，社会科学は，「中立的・客観的」なものではなく，「経
験的事実」と「社会規範」を分離すべきではないと考え，そうした社会に対し
て「批判的」な姿勢をとるべきであるとするパラダイムであることは既にみた．
　「ラディカル・セオリー」からみた「機能主義」の限界は，機能主義は，認
識を「法則定立的科学」に一元化して社会の現状を捉えるため，既存の社会の
「イデオロギー」すなわち，「社会の構成員がもつ誤った意識」，「社会的な動き
や制度を正当化する意識形態」を再生産すること．そのため，機能主義は，対
象の「技術的処理力の拡張」につながることはあっても，「社会的強制力（支配）
からの解放」には直結しないことである．それゆえ，機能主義パラダイムによ
る管理会計研究は，経営管理のテクニックないしは技術といったものにのみ関
わってきた一面があり，「社会科学の方法論」というよりも，「経営管理上のイ
デオロギー」に多くを負ってきたという一面があることが指摘される（たとえ
ば，Hopper and Powell, 1985）．
　本節の結論としていえることは，「機能主義パラダイム」（特に「客観主義」）
による管理会計研究は，有効であり，今後もメインパラダイムであることは変
わらないであろうが，それ以外の社会科学研究のパラダイムにも，会計研究に
おいて，有効性があるということである．そして，パラダイム間は相互に影響
を及ぼし合い，相互補完的ないしは相互発展的な関係にもあること．一つのパ
ラダイムに固執する限り必ず限界が生じるということである．
㧠㧚߅ࠊࠅߦޓ
　本稿は，イギリスなどの会計学会の一部で行なわれる社会科学的なアプロー
チの会計研究の先行研究をサーベイし，それらの体系的な整理を試み，このよ
うな地平での研究の可能性を検討した．そして，本稿は，そのような作業を踏
まえて，こうした研究のパラダイムを広く浅く紹介しようとしたものである．          
　本稿では，管理会計研究の社会科学的地平におけるパラダイムとして，「機
能主義」以外に，「解釈的アプローチ」，「構造主義」，「主体と構造の統合理論」，
「批判理論」を提示し，管理会計研究への援用可能性について検討した．
　こうした複数のパラダイムが，わが国における既存の管理会計研究にどのよ
うに貢献するかということについては，既存の研究という統一された単一のパ
ラダイムのもとで何らかの貢献をするというよりは，全く別世界へと管理会計
研究を拡張するものとなるであろう．
　そして，こうした複数のそれぞれのパラダイムの存在をどのように考えるか
ということについては，多様なパラダイムの併存を認めるべきであり，管理会
計研究における「クロスパラダイム研究」の可能性を提言するというのが本稿
の結論である．
　こうしたそれぞれのパラダイムは，家屋を建設する際の建築道具にたとえる
ならば，いわば，ノコギリ，ハンマ，ペンチ，スパナといった道具に相当し，
いずれかが優っているといった性質のものというよりは，それぞれのアプロー
チがそれぞれ固有の意義と限界をもったものといえる．そして，こうしたアプ
ローチは，それぞれが相互補完的ないしは相互発展的な関係にあるともいえる．
今後は，会計研究においても，どれか一つのパラダイムに統一するのではなく，
むしろ多様なパラダイムの並存を認めざるを得ないのではないかというのが本
稿の到達せざるを得ない結論である．
　複雑なリアリティを対象とする社会科学は，自然科学とは異なり，多種多様
な研究の方法論が存在し，その目的に応じたアプローチが援用されてきた．本
稿は，このような多様なパラダイムの管理会計研究への援用可能性，「クロス
パラダイム研究」について提言するものである．わが国における既存の会計研
究は，「客観主義」をはじめ「社会システム理論」など自然科学に特徴的なア
プローチである「機能主義」が主体であった．
　しかし，会計研究を社会科学的な地平にまで拡張するのであれば，本稿で検
討してきたようなアプローチが，これまでの研究を補完し，全く新たな領域を          
探求する新たな道具となり得ることは，イギリスなどにおける先行研究の構築
物をみても明らかである．機能主義パラダイム以外のパラダイムは，会計実務
を「記述」，「理解」，「説明」，「予測」し，社会現象としての会計実務の調査を
行なう「現実の診断学」としての意義があろう．
㧔ᵈ⸥㧕
（1）パラダイムということばは，「研究者の間で共通に用いられる思考のパターンないし枠組」
といった意味で用いられるが，本稿では研究者が暗黙のうちに前提としていることといった
ニュアンスを含めている．
（2）（挽 , 2010, p.181）は，実証研究には，質問票調査結果などのデータを統計的に分析する方
法とケースリサーチなどのように定性的に分析する方法があるが，図表1では便宜上，ケー
スリサーチとアクションリサーチを実証研究とは別建てとし，実証研究を定量的分析のみに
限定したとしている．
（3）こうしたことの詳細については拙稿（2000b）を参照されたい．
（4）こうしたことの詳細については拙稿（2000a）を参照されたい．
（5）こうしたことの詳細については拙稿（2000d）を参照されたい．
（6）こうしたことの詳細については拙稿（2000d）を参照されたい．
（7）こうしたことの詳細については拙稿（2000d）を参照されたい．
（8）こうしたことの詳細については拙稿（2000c）を参照されたい．
（9）こうしたことの詳細については拙稿（2001）を参照されたい．
（10）｢弁証法｣とは運動･発展の論理であり，一般に有限なものは ,自己自身のなかに矛盾を含
んでおり，それによって必然的に己と対立するものを生み出す．生み出したものと生み出さ
れたものはそれぞれ互いに対立しあうが，同時にその対立によって互いに結びつき，最後に
は止揚され，より高次元なものとなるという事物の発展過程を理解する方法である．
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